
2 結婚に対する取組支援

（地方公共団体、商工会議所等によ
る結婚支援の充実に向けた国の支
援）
全国的な機運の醸成
全国の地方公共団体担当者や地域で結婚支
援の活動を行う商工会議所等の企業、学識経
験者等の参加の下、結婚支援の更なる充実に
向け、情報の共有や機運の醸成を図るため、
「結婚応援のための全国フォーラム」をキッ
クオフとして開催した（2016（平成28）年4
月）。フォーラムでは、未婚化の社会的な背
景についての基調講演や、先進的な地方公共
団体・商工会議所の結婚支援の取組事例の紹
介、有識者・実践者による効果的な結婚支援
を行うためのパネルディスカッション等を
行った。
また、本フォーラムをキックオフとして各
地域で結婚応援の機運の醸成を図ることを目
的に、各地方公共団体においても同様の
フォーラムを開催し、2017（平成29）年3月
末時点で、27件の結婚応援のためのフォー
ラムやイベント等が開催されている。（第
2-1-12図）
なお、各地域で開催された主な結婚応援の
ためのフォーラム・イベント等は以下のとお

りである。
茨城県では、「いばらき出会いサポートセ
ンター」が開設10周年を迎え、成婚組数も
1,500組を超えたことを記念し、地域ぐるみ
の結婚支援の輪が広がるよう、全国に発信す
ることを目的に「全国結婚応援フォーラムin
いばらき」を開催した（2016年7月）。
香川県では、結婚を希望する独身男女に出
会いの場を提供し、出会いから交際までの丁
寧な個別支援を行うため「かがわ縁結び支援
センター」を開設。「同センターのオープン
記念」と「縁結びおせっかいさん認定」を行
うため、「かがわ縁結び支援センターオープ
ン記念キャンペーン」を開催した（2016年
10月）。
福岡県では、経済界（九州経済連合会、九
州経済同友会等）の協力のもと、全国に先駆
けて、企業・団体による結婚を希望する独身
男女の願いが叶うよう、必要な環境整備や支
援内容を自ら宣言する「結婚応援宣言大会」
を開催した（2016年12月）。
東京都では、誰もが生き生きと活躍できる

「ダイバーシティ」の実現に向けて、結婚を
希望する方々に様々な情報を提供し、結婚と
向き合う機会、考えるきっかけづくりを行う
とともに、結婚を応援するムーブメントをつ
くっていくため、結婚応援イベント「TOKYO
縁結日2017」を開催した（2017年3月）。

茨城県主催「全国結婚応援フォーラムinいばらき」
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	第2-1-12図	「結婚応援のためのフォーラム」開催状況一覧

資料：内閣府資料
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地域少子化対策重点推進交付金の活用
地域少子化対策重点推進交付金では、結婚
支援センター等におけるマッチングシステム
の構築・高度化や、結婚応援のためのフォー
ラムの開催など、地方公共団体が行う結婚支
援について先駆的な取組や、優良事例の横展
開を支援した。
さらに、2016（平成28）年度第2次補正予
算で措置された同交付金では、「ニッポン一
億総活躍プラン」（2016年6月2日閣議決定）
の推進のため、地域における総合的な結婚支
援や、自治体間連携を伴う結婚に対する取組
を支援している。また、ワーク・ライフ・バ
ランス等の推進に資する多様な交流の機会の
提供など、地方公共団体と連携した企業・団
体・学校等の自主的な参加による取組等を支

援している。

結婚新生活支援事業費補助金の活用
2015（平成27）年度補正予算で措置され
た結婚新生活支援事業費補助金では、一定の
所得以下の新婚世帯に対し、結婚に伴う新生
活のスタートアップに係るコスト（新居の家
賃、引越費用等）を支援する地方公共団体を
支援した。（第2-1-13図）
2016（平成28）年度補正予算においても
措置され、2017（平成29）年度予算におい
ては、地域少子化対策重点推進交付金のメ
ニューとして措置されている。また、対象世
帯の所得要件の緩和及び補助上限額の引き上
げを行っている。

	第2-1-13図	 結婚新生活支援事業費補助金

●対象世帯：世帯所得340万円未満の新規に婚姻した世帯 
     （但し、奨学金を返還している世帯は、奨学金の年間返済額を世帯所得から控除） 

●補助対象：婚姻に伴う住宅取得費用又は住宅賃借費用、引越費用 
●補助率： ３／４ ●補助上限額：１世帯あたり24万円（国が18万円補助）  
※所得要件、補助上限額等は地域の実情に応じて設定可能 
※結婚祝い金（現金）や金券等の支給、地域優良住宅の家賃低廉化に係る国の支援対象となる部分については対象外  

結婚に伴う経済的負担を軽減するため、新婚世帯に対し、結婚に伴う新生活のスタートアップに係るコスト（新居の家賃､
引越費用等）を支援する地方自治体を対象に、国が地方自治体による支援額の一部を補助する。 

背 景 

事業概要 

内閣府 都道府県 市町村 世帯所得340万円未満の 
新婚世帯 

事業計画 

補 助 

事業の流れ 

 

【出典】 ①国立社会保障・人口問題研究所「第15回出生動向基本調査（独身者調査）」 ②内閣府「平成22年度結婚・家族形成に関する調査」 

＜新婚世帯への支援を要する理由＞ 

●結婚に踏み切れない主な要因は経済的理由 ① 
結婚の障害として「結婚資金」と回答した割合 
⇒未婚男性（18～34歳）…43.3% 未婚女性（18～34歳）…41.9%  

結婚の障害として「結婚のための住居」と回答した割合 
⇒未婚男性（18～34歳）…21.2% 未婚女性（18～34歳）…15.3% 

 

回答者：20～30代の未婚及び結婚3年以内の男女 
●結婚を希望する人に対して、行政に実施してほしい取組 ②  

17.7 
31.5 

37.6 
40.2 

42.3 
49.1 

55.4 

0 20 40 60

結婚に関する悩み相談 
出会いの場の提供 

長時間労働の是正など自由な時間の確保 
結婚した方が有利となるような税制や社会保障 

結婚や住宅に対する資金貸与や補助支援 
夫婦がともに働き続けられるような職場環境の充実 

安定した雇用機会の提供 

％ 

「希望出生率 」の実現に向けては、若者の希望する結婚が、それぞれ希望する年齢でかなえられるような環境を整備することが重要であり、「ニッポン一億総活躍
プラン」（平成 年 月 日閣議決定）においても、「結婚に伴う新生活支援などの先進的取組の展開を進める」こととされている。

事業計画 

補 助 

申 請 

補 助 

資料：内閣府資料
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1 男性の意識・行動改革

（配偶者の出産直後からの男性の休
暇取得の促進）
男性の育児休業の取得促進
仕事と家庭の両立については、男女を問わ
ず推進していくことが求められる。父親が子
育ての喜びを実感し、子育ての責任を認識し
ながら、積極的に子育てに関わるよう促して
いくことが一層求められている。現在のとこ
ろ、男性が子育てや家事に十分に関わってい
ないことが、女性の継続就業を困難にし、少
子化の一因となっている。
こうしたことから「育児休業、介護休業等
育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関す
る法律」（平成3年法律第76号。以下「育児・
介護休業法」という。）においては、男性労
働者の育児休業取得を促進するため、2009
（平成21）年に、〈1〉父母がともに育児休業
を取得する場合、育児休業取得可能期間を延
長する制度「パパ・ママ育休プラス」、〈2〉
出産後8週間以内の父親の育児休業取得を促
進する制度、〈3〉労使協定を定めることによ
り、配偶者が専業主婦（夫）や育児休業中で
ある場合等であれば育児休業の取得不可とす
ることができる制度の廃止等の改正が行わ
れ、2010（平成22）年に施行された。
厚生労働省では、これらの制度の周知・徹
底を図るなど、男女ともに子育て等をしなが
ら働き続けることのできる環境の整備を支援
している。2017（平成29）年度予算におい
ても、男性の育児休業取得に向けた職場風土
づくりに取り組み、取得者が新たに生じた事
業主に対し支給する「両立支援等助成金　出
生時両立支援コース」を引き続き実施するこ
ととしている。

2 ワーク・ライフ・バランス、
女性の活躍

（ワーク・ライフ・バランスに向け
た環境整備）
育児休業や短時間勤務等の両立支援制度の定
着
育児・介護期は特に仕事と家庭の両立が困
難であることから、労働者の継続就業を図る
ため、仕事と家庭の両立支援策を重点的に推
進する必要がある。
直近の調査では、女性の育児休業取得率は
81.8％（2016（平成28）年）と、育児休業制
度の着実な定着が図られつつある。また、第
1子出産後の女性の継続就業割合をみると、
子供の出生年が2010（平成22）年から2014
（平成26）年である女性の継続就業率は
53.1％（2015年）となり前回調査に比べると
大きく上昇した。他方、男性の育児休業取得
率については、少子化社会対策大綱におい
て、2020（平成32）年には13％にすること
を目標としているが、3.16％（2016年）にと
どまっている。さらに、男性の子育てや家事
に費やす時間も先進国中最低の水準にとど
まっている。
こうした状況の中、男女ともに子育て等を
しながら働き続けることができる環境を整備
するため、育児・介護休業法において、短時
間勤務制度や所定外労働の制限の義務化のほ
か、父母がともに育児休業を取得する場合の
育児休業取得可能期間の延長（パパ・ママ育
休プラス）等、父親の育児休業取得を促進す
るための制度が設けられている。
厚生労働省では、この育児・介護休業法の
周知・徹底を図るとともに、法律に規定され
ている育児・介護休業や短時間勤務制度等の
両立支援制度を安心して利用できる職場環境
の整備を支援している。また、育児・介護休

第3節	 男女の働き方改革の推進
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業法については、有期契約労働者の育児休業
取得要件の緩和等を内容とする改正法が、
2017（平成29）年1月1日から施行されてい
る。育児・介護休業や短時間勤務制度等の両
立支援制度を始め改正内容についても定着が
図られるよう、政府広報等を活用した各種媒
体により周知徹底を図っている。
都道府県労働局雇用環境・均等部（室）で
は、計画的に事業所を訪問し、就業規則等で
必要な制度が設けられているかを確認するな
ど、育児・介護休業法に規定されている制度
の履行確保に向けた行政指導を実施してい
る。また、育児休業を取得した労働者の雇用
の継続を目的として、雇用保険を財源に、育
児休業開始から180日までは休業開始前賃金
の67％、それ以降は休業開始前賃金の50％
を育児休業給付金として支給している。
また、都市部を中心に待機児童が多く見ら

れることが背景となり、子が1歳6か月に達
するまで育児休業を取得してもなお保育所に
入れず、やむを得ず離職する方が一定数いる
ことから、子が1歳6か月に達するまで育児
休業を取得してもなお保育所に入れない等の
場合について、緊急的なセーフティネットと
して、最長で子が2歳に達するまで育児休業
を延長できること等を内容とする育児・介護
休業法の改正を含む「雇用保険法等の一部を
改正する法律」（平成29年法律第14号）が、
2017年通常国会（第193回国会）で成立した。
（第2-1-14図）
加えて、同改正により、労働者が育児休業
を取得しやすい職場環境とするため、事業主
が、労働者もしくはその配偶者が妊娠し、も
しくは出産したことを知った時には、当該労
働者に対して育児休業等の制度を個別に周知
すること、男性労働者による育児を促進する

	第2-1-14図	 育児休業期間の延長（育児・介護休業法、雇用保険法関係）

育児休業期間の延長（育児・介護休業法、雇用保険法関係）

保育所に入れない等の理由で、やむなく離職する等、雇用継続に支障が出る事態を防ぐため、保育所に
入るまでは育児休業を取得出来るように措置する。

改正の趣旨

現行の内容・課題

改正の内容【平成 年 月１日施行】

0 

０歳 １歳６ヶ月１歳

延長申請

０歳 １歳６ヶ月
年度末 ２歳

延長申請 延長申請

＜課題＞
保育所への入所が一般的に年度初めであることを踏まえると、この期間に
ついては、保育所に預けられず、かつ育休も取得出来ない期間となる。

年度末

１歳

○ 育児休業期間は、原則として子が１歳に達するまで、保育所に入れない等の場合に、例外的に子が１
歳６か月に達するまで延長できる。

○ １歳６ヶ月に達した時点で、保育所に入れない等の場合に再度申請することにより、育児休業期間を
「最長２歳まで」延長できる。

○ 上記に合わせ、育児休業給付の支給期間を延長する。

資料：厚生労働省資料
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ため、子が小学校に就学する前まで利用でき
る育児を目的とした休暇制度を設けることを
努力義務とした。改正育児・介護休業法は
2017年10月1日に施行される。

（女性の活躍の推進）
女性の職業生活における活躍の推進
労働者が性別により差別されることなく、
また、働く女性が母性を尊重されつつ、その
能力を十分に発揮できる雇用環境を整備する
ため、「雇用の分野における男女の均等な機
会及び待遇の確保等に関する法律」（昭和47
年法律第113号）に沿った男女均等取扱いが
されるよう周知徹底、指導を行うとともに、
事業主と労働者の間に紛争が生じた場合には
円滑かつ迅速な解決を図られるよう援助を
行っているほか、男女労働者間の格差につい
て企業内での実態把握や気づきを促す「男女
間賃金格差解消に向けた労使の取組支援のた
めのガイドライン」の普及を行っている。
さらに、女性の職業生活における活躍を一
層推進するため、国・地方公共団体、常時雇
用する労働者数が301人以上の民間事業主に
対して、女性の採用・登用などの状況を自ら
把握し、課題分析した上で、その結果を踏ま
え、数値目標の設定を含めた行動計画を策
定・公表すること、また、女性の活躍状況に
関する情報や女性の職業選択に資する情報を
公表することを求める「女性の職業生活にお
ける活躍の推進に関する法律」（平成27年法
律第64号）が2015（平成27）年8月に成立
し、2016（平成28）年4月1日に完全施行と
なった。
同年9月には、同法に基づく国及び地方公
共団体の取組を中心に、一覧化して掲載した
「女性活躍推進法「見える化」サイト」を開
設した。さらに、同法に基づき、地方公共団
体が策定する地域の女性の職業生活における

活躍についての推進計画による取組につい
て、地域女性活躍推進交付金等により支援を
行った。行動計画の策定率は国・都道府県・
市区町村において100％、女性の活躍状況に
関する情報公表の実施率も100％となってい
る。民間事業主に対しては、同法に定める、
自社の女性活躍の状況把握、課題分析、行動
計画策定を簡易に行える「一般事業主行動計
画策定支援ツール」の提供や、中小企業にお
ける法に基づく取組を支援することを目的と
した「中小企業のための女性活躍推進事業」
を実施するとともに、実際に行動計画に定め
た目標を達成した事業主に対する助成金の支
給、さらに、企業の女性の活躍状況に関する
情報や行動計画を公表できる場として「女性
の活躍推進企業データベース1」の提供などに
より、取組支援を行った。
また、ポジティブ・アクション（男女労働
者間に事実上生じている格差の解消を目指す
ための企業の自主的かつ積極的な取組）を推
進している企業を公募し表彰する「均等・両
立推進企業表彰」を実施した。
さらに、一般事業主行動計画の策定・届出
が義務付けられている常時雇用する労働者数
が301人以上の大企業の届出率は、2017（平
成29）年3月31日時点で99.9％となってい
る。さらに、女性活躍の状況が優良な企業に
対して行う「えるぼし」認定については、同
じく2017年3月31日時点で291社になってい
る。
今後、策定された行動計画に沿って適切に
取組が行われるよう助言指導等を実施するこ
とで法の実効性確保を図るとともに、より多
くの企業が「えるぼし」認定に向けて取組を
進めるよう周知・啓発を図るほか、行動計画
の策定・届出が努力義務となっている中小企
業に対しても、行動計画策定の支援等を行っ
ていくこととしている。

1　http://positive-ryouritsu.mhlw.go.jp/positivedb/
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地域の強みを活かした取組支援
地域少子化対策重点推進交付金では、結婚
支援とともに、男性の家事・育児への参画を
促進する取組や、乳幼児との触れ合い体験、
子育て支援パスポート事業など、地方公共団
体が行う少子化対策の先駆的な取組や、優良
事例の横展開を支援した。
さらに、2016（平成28）年度第2次補正予

算で措置された同交付金では、「ニッポン一
億総活躍プラン」（2016年6月2日閣議決定）
の推進のため、地域の総合的な結婚支援や、
地域の体制整備や人材育成に係る先進的な取
組を支援している。また、ワーク・ライフ・
バランス等の推進に資する多様な交流の機会
の提供など、地方公共団体と連携した企業・
団体・学校等の自主的な参加による取組等を
支援している。

第4節	 地域の実情に即した取組の強化
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